
１ 独立行政法人中小企業基盤整備機構の設立について 
 

１．独立行政法人中小企業基盤整備機構の目的 
[機構法第４条] 
 機構は、中小企業者その他の事業者の事業活動に必要な助言、研修、資金の貸付、出資

保証、地域における施設の整備、共済制度の運営等の事業を行い、もって中小企業者その

業活動の活性化のための基盤を整備することを目的とする。 
 
２．法人設立時期 
 平成１６年７月１日を予定。 

 
 

※１．機械保険部門については、機械保険法廃止に伴い清

既存案件の保険金支払い、回収。
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※２．工業再配置事業、産炭地域経過事業については経

既存案件の販売・管理
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資料２－２ 
３法人の業務のうち廃止または縮小される業務について 

 

【工業再配置事業・地方拠点等振興事業（地域公団）】  

地域公団法等に基づく工業等の再配置のための団地事業（産炭地域経過事業を含む）について

は、 

・ 昭和３７年以降、全国で１９４団地、約６千４百ｈａを造成 

・ 平成１４年度末までの間に、その８割程度となる約５千ｈａを分譲 

・ 約２千２百社の企業を誘致、約１１万人の雇用を創出 

など、地域経済の活性化に貢献してきたところ。 

今般、本事業については、継続中のものを除き造成事業を廃止し、新規の案件は行わないこと

とした。既存のものについては政令で定める期間（１０年間を予定）で販売・管理を終了するこ

ととした。 

平成５年度（ピーク時）予算３６１億円が平成１６年度予算２０億円に縮小。 

用地事業の効果的な実施のため、用地の利用者との接点となる地域の組織を見直し、 

３１箇所から２２箇所に統廃合。 

   

【高度化融資事業（中小事業団）】 

中小企業組合等が行う施設整備事業に対する貸付け及び助言を行う高度化融資事業（昭和３６

年～平成１４年度までの貸付先数・貸付額（中小企業者への貸付額ベース）累計：１６，２６４

先、４兆４，００７億円）について、事業メニューの見直しを行い、平成１３年度において５９

本あった事業メニューのうち、２４本を廃止する。また、貸付予算規模を縮減する。 

平成１３年度の貸付規模１，６１８億円に対し、独法化後は年間３００億円から３５０

億円の貸付規模とした。 

 

【ベンチャー支援事業（中小事業団）】【課題対応技術革新促進事業（中小事業団）】 

 ベンチャー企業に対して助成を行う新事業開拓助成金交付事業及びベンチャー支援機関に対

して助成を行う新事業開拓支援助成金交付事業を、平成１５年度をもって終了した。 

    平成１５年度予算１０．８億円（新事業開拓助成金６億円、新事業開拓支援助成金４．

８億円）が平成１６年度ゼロに縮減した。 

 

 また、中小企業の行う技術開発事業に対する資金助成を行う課題対応技術革新促進事業を廃止

することとし、平成１６年度は新規採択を行わない。 

    平成１５年度予算２６．１億円が平成１６年度予算８．４億円に縮減した。 

 

これらにかえて、資金面での助成と、コンサルティングなどを一体的に実施する中小企業・ベ

ンチャー挑戦支援事業（スタートアップ支援事業：平成１６年度９．９億円）を開始する。 

 

【情報提供等推進事業〈専門家派遣、セミナー等〉（中小事業団）】 

 情報提供等の事業の見直しを行い、中小企業エネルギー対応情報提供事業及びエネルギー

使用合理化設備導入促進支援事業を平成１５年度までで廃止した。 

    平成１５年度予算６．７億円（中小企業エネルギー対応情報提供事業費１．５億円、

エネルギー使用合理化設備導入促進支援事業費５．２億円）が平成１６年度ゼロに

縮減した。 

 

【その他】 

 事業ニーズが認められない以下のような事業についても、廃止することとした。 

 ・機械類信用保険事業（中小事業団） 

 ・高度化施設譲渡事業（中小事業団） 

 ・研究開発体制整備法及び地域産業集積活性化法に基づく債務保証事業（基盤基金） 
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①創業・新事業展開の促進

ⅰ）民間機関等の活動促進ⅰ）民間機関等の活動促進 ⅱ）新事業の実現のための踏み込んだ経営支援ⅱ）新事業の実現のための踏み込んだ経営支援

・ベンチャーファンド出資
・既存中小企業のためのファンド出資（が
んばれ！中小企業ファンド） 等

・・専門人材による事業プランの検討・具体化・支援
・人材、販路開拓、ファンドとのマッチング
・ソフトとハードの一体的インキュベーション事業 等

ⅲ）地域特性を生かした事業実施 地域の自律的発展を促進していくため、地域の特徴ある新事業シーズを重点的に支援。

②経営基盤の強化

・中小企業大学校による実践的かつ利便性
の高い研修等

・ワンストップ相談機能の強化や専門家
派遣等

・ハードとソフトが一体となった既有施設
の利用促進等

ⅰ）経営者等の知見の充実 ⅱ）相談・助言体制の整備 ⅲ）連携・集積への支援

③経営環境変化への対応

・再生ファンドの組成・再生支援協議会の活
動を支援

・貸付金の回収の向上・資産運用の一層の効率
化等

ⅰ）再生支援の促進 ⅱ）小規模共済・倒産防止共済制度

⑤施策情報提供機能の充実

④期限の定められた業務

わかりやすい情報提供素材・ツールの整備、人材交流等関係機関との連携を通じ、
各種公的支援機関等の施策情報を中小企業者に一体的に提供。

・産業用地業務等について、円滑な事業終
了に向け、適切に工程管理

ファンド

ＴＬＯ

都道府県
支援センター

商工会・
商工会議所

再生支援
協議会

金融機関

他の支援機関
との連携

（１）機動的・効率的な組織（１）機動的・効率的な組織
①政策目標ごとに大括り化され、

部門間の壁を廃した柔軟な組織運
営（上記①②③に対応した部門の
設置）

②全国の各ブロックごとに支部を設置し、
人材の重点配置（支部等に過半数を
配置）と権限の大幅な委譲を通じ、中小

企業と直接接するインターフェイス機
能を強化。

（２）人材の有効活用（２）人材の有効活用
①管理部門のアウトソーシングを進
め、事業実施部門に人材を重点
配置。

②専門性が高い業務を行える人材
を育成し、職員のキャリアパスを

構築するとともに外部人材を活用

する。

（４）業務全般の効率化（４）業務全般の効率化

②運営交付金については、５年
間で５％程度の経費削減。

①一般管理費については、５年
間で約３割程度の経費削減。

③成果主義と能力主義に基づいた
客観性の高い職員の業績評価制
度の構築。

③事業の実施については、できる
だけ適切な受益者負担を求める。

経
済
産
業
局

（産
業
ク
ラ
ス
タ
ー
計
画
等
）

（３）ニーズの把握と施策の重点化（３）ニーズの把握と施策の重点化
①各事業につき「企画」「実施」「評
価・検証」「事業の再構築」という毎
年の企画立案・事業評価プロ
セスを構築する。

②中小企業と直接接するインターフェ
イス部門から中小企業のニーズを把
握し、機構の業務改善や事業の重点
的実施を図る。

地
方
自
治
体

資料 ２－３中小企業総合事業団産業基盤整備基金 地域振興整備公団

連携



資料２－４

全職員の５割以上を支部へ
～利用者との接点となる支部へ重点的に人材を配置～

全職員の５割以上を支部へ
～利用者との接点となる支部へ重点的に人材を配置～

支援実務を通じ
職員の資質向上

支援実務を通じ
職員の資質向上

管理部門のスリム化管理部門のスリム化

●統合効果による人員削減
１６０人（Ｈ１５）から１１３人（Ｈ１６）に削減

●アウトソーシングの推進

支部の機能強化支部の機能強化
●支部への大幅な権限委譲
●ユーザー・ニーズの的確な

フィードバック機能
●支部へのバックアップ機能強化

（専門人材、支援先企業情報の共有化等）

☆専門家を継続的に派遣し事業展開を指導

☆資金支援とコンサルティングを一体的に実施

☆投資家等とのマッチングの場を提供

☆インキュベーション施設整備と専門家による支援

☆ ビジネスプランのブラッシュアップ研修

支部において 等を実施

ユーザー・ニーズ
の的確な把握

ユーザー・ニーズ
の的確な把握

きめ細かな
経営支援の実施

きめ細かな
経営支援の実施

他の支援機関との
連携強化

（公的機関・民間機関）

他の支援機関との
連携強化

（公的機関・民間機関）



【 創 業 ・ 新 事 業 展 開 の 促 進 】

民間機関等の活動促進民間機関等の活動促進
ベンチャーファンドや既存中小企業のためのファンドへの出資につい

て投資先中小企業の新事業展開成功率

中 期 目 標 中 期 計 画

中期目標に掲げる中小企業基盤整備機構による中小企業支援の柱は①新事業展開の促進②経営基盤の強化、
③経営環境変化への対応など。これら事業の効率的、効果的な実施をはかるため、中期計画では例えば以下の
ような評価の指標の設定を検討中。

資料２－５

人材や販路のマッチング事業の商談成立等
インキュベーション事業の卒業企業率新事業の実現のための踏み込んだ経営支援新事業の実現のための踏み込んだ経営支援

【 経 営 基 盤 の 強 化 】

経営者等の知見の充実経営者等の知見の充実 中小企業大学校の研修事業の利用者数・顧客満足度

相談・助言体制の整備 相談・助言の利用件数

連携・集積への支援
貸工場についての平均稼働率

商業集積の魅力向上のための一定の体制を有する地域数

【 経 営 環 境 変 化 へ の 対 応 】

再生支援の促進 再生ファンドについて投資先中小企業の再生による収支の健全性

共済制度の新規加入者数
資産運用方法の効率化、貸付金回収の強化等による収支の健全性

小規模企業共済・倒産防止共済制度

【 期 限 の 定 め ら れ て い る 業 務】

産業用地業務の着実な実施 中期目標期間終了後の未利用面積半減



資料２－６

統合３法人（中小企業総合事業団、地域振興整備公団及び産業基盤整備基金）
及び独立行政法人中小企業基盤整備機構の経費・人員削減の全体像

１５年度
統合３法人
（基準年度）

１６年度
中小機構

２０年度見込
中小機構

（中期目標期間終了時）

管理部門人員数 １６０名（Ｈ１５） → １１３名（Ｈ１６）

一
般
管
理
費

２
５
．
９
億
円

２５．９億円
うち補助

対象
６．８億円

事
業
費

１
６
，
５
２
４
億
円

地域公団事業
６３０億円

基盤基金事業
２７．３億円

中小事業団
事業

１５，６５０.８億円

事
業
費

１
５
，
６
６
５
億
円

補助等対象

補助等対象外

１６，３０３.３
億円

中小事業団
補助金等

２２０．９億円

一
般
管
理
費
１
７
．
７
億
円

一
般
管
理
費
２
０
．
１
億
円

Ｈ１５比
で３０％

程度削減

管理部門
人件費・管理費
人員数 １６０名

管理部門
人件費・管理費
人員数 １１３名

１７．７億円
交付金
対象

５．２億円

２０．１億円
うち交付金等

対象
５．９億円

Ｈ１５→Ｈ１６
２０％程度
経費削減

Ｈ１６→Ｈ２０
年３％程度

削減

補助金（３ヶ月）
＋交付金（９ヶ月）

２２０．９億円

事
業
費

１
５
，
０
０
０
億
円
程
度

交付金等対象

交付金等対象外

２０９．７億円

交付金対象

H１５比

で５％
程度削減

１５，０００億円
程度 交付金対象外

１５．４４４億円

※統合３法人については、いずれも中小機構への移管分についての数値である。
※事業費には、小規模共済及び倒産防止共済関連が約１．４兆円含まれている。



小規模企業共済制度 資料２－６（参考）

予定利率と運用利回り（実現）の比較

0.00%

1.00%

2.00%

3.00%

4.00%

5.00%

6.00%

7.00%

元 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16

小規模企業共済実現利回り 小規模企業共済予定利率

＜制度概要＞
・小規模企業者が掛金を積み立て、廃業、退職

等の場合に共済金を受け取る制度（小規模事
業者の「退職金」）

＜利用状況＞
・加入者数 １３１万人（小規模企業の約３割）、

資産規模７．７５兆円 （平成１４年度末）
・共済金等の給付実績：件数 ７．７万件、金額

５千４百億円 （平成１４年度）

＜運営上の課題＞
・近年の金利や株価の低迷を反映し、資産運用

利回りが低下して予定利率を下回る状況が継続
・１４年度末時点で、責任準備金積立不足額（累積

欠損金） ４千２百億円

＜対応状況＞
・法令改正により、予定利率を２．５％から１．０％に引き下げ（１６年４月施行）

（１０年後（平成２３年度）の責任準備金積立不足は、運用利回りが２％程度で、２千２百億円程度に減少する
見込み（１５年１月審議会報告））



中小企業倒産防止共済制度

＜制度概要＞

・中小企業者が掛金を積み立てておき、取引先企業が

倒産して売掛債権等が回収困難になった場合に、
「共済金の貸付」（掛金残高の１０倍が貸付上限）を
無担保等の条件で 受けられる制度

（連鎖倒産の防止）

貸付残高、延滞債権残高
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億円

＜利用状況＞
・加入者数 ３５万者（売掛債権をもつ中小企業の約２割）
・共済金貸付実績：件数 １２千件、金額 ８．８百億円

（平成１４年度）
・共済金貸付残高 ３５百億円（平成１４年度末）

＜運営上の課題＞
・近年の景気低迷により、貸付金回収率が低下（平成１４年度 ８１％）し、また、手元資金運用利回りも低下。

・単年度収支は赤字基調にあるが、余剰金残高は３００億円有り（平成１４年度末）

＜対応状況＞
・運営機関の独法化を契機として、運営管理体制、特に貸付金回収のための具体的取り組みを図る方向で検討中



独立行政法人中小企業基盤整備機構 中期目標（案）

 

前 文 

 

中小企業総合事業団、地域振興整備公団、産業基盤整備基金の機能を統合し

れる中小企業基盤整備機構（以下「機構」という。）は、中小企業者その他の事

業活動に必要な助言や研修、資金面の支援、地域における施設の整備、共済制度

の種々の施策を実施し、その事業活動の活性化のための基盤を整備することを目

いる。 

これまで、中小企業総合事業団においては、専門人材による経営支援や人材育

チャーファンドの活動促進、共済事業の推進など、主にソフト面から中小企業の

進する業務、地域振興整備公団においては、産業用地の整備や賃貸施設の整備・

ハード面から地域産業集積の形成など地域経済活性化を図る業務、産業基盤整備

いては、構造改革加速化のための政策課題に対応した債務保証や出資などの資金

の業務をそれぞれ実施してきた。これらの業務は、事業活動の活性化のための基

して相互に関連しているものであり、また、その実施に当たっては企業経営に関

的な知見の蓄積が不可欠である。このため、機構は、これらの法人に蓄積された

産、これまでこれらの法人における業務の実施を通じて蓄積された専門的な知見

また、更にその専門性を強化しつつ、一体的な事業展開を実施することにより、

な基盤整備のための施策実施機関として、その施策をより効果的に遂行していく

められる。 

 

我が国経済は、経済構造の改革が徐々に進みつつあるものの、次の時代の牽引

新たな産業が十分具現化しておらず、また、大企業に比べて中小企業の景気の回

がちであるなど、先行きには未だ不透明感がある。特に地域経済は、グローバル

による生産拠点の海外移転等が進展する中、地域経済を支える既存産業が地盤沈

し、地域経済の核となるべき新しい芽も十分には育ってきていない。 

 

このような中で、機構は、 

① 創業ベンチャー、既存中小企業等の新事業展開を促進するため、人材、施

技術等の経営資源の調達支援や、新事業展開の支援を行う民間機関等の活

を行う。 

② 中小企業その他地域に密着して活動する事業者の経営基盤の強化を図るた

の経営者が日常的な取組の中で経営上の課題に対応していけるよう、研修

相談体制の充実、産業集積の活性化促進等を行う。 

③ 経営環境の変化への適応の円滑化を図るため、自主的な取組だけでは対応が
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小企業の再生支援や、連鎖倒産防止、小規模事業者の事業廃止等の円滑化のための共

済制度の確実な運営等を行う。 

この際、地域経済の自律的発展を促進していくため、機構はこれらの業務により、それ

ぞれの地域が抱える課題に対応しつつ地域の保有する産業資源を発掘し、それを活かして、

地域における特徴ある産業集積の形成を促進していくことが重要である。また、政策課題

に対応した民間の取組に対して、出資・債務保証等の業務を着実に行う必要がある。  

さらに、機構は、個々の事業者がこれらのサービスを、関連する他の支援機関の機能と

連携して活用できるよう、各種施策情報を提供する体制の強化を図る。期限が定められた

業務については、適切な工程管理と業務運営により円滑に事業を終了していくことが求め

られる。 

 

地域における事業の実施にあたっては、機構は、国の地方支分部局や地方自治体と連携

していくことが必要であり、特に、産業クラスター計画など地域の特徴を活かした活性化

のための政策を推進し、産学官の広域的ネットワークの形成等に取り組んでいる経済産業

局の施策に十分協力・連携していくことが重要である。 

また、機構がこのような機能を発揮していくために、施策の利用者と直接接する業務を

行う部門を糾合した地方組織を各地域ブロックの拠点となる都市に設置するなど、利用者

との接点を重点強化し、施策の利用促進や要望の把握を行いつつ施策を実施する。このよ

うな取組により、ニーズの把握の体制を充実させ、さらにこの情報を施策の改善へと反映

させていくことで、施策の質的向上を図る。 

機構は、これらの事業を通じて、中小企業の事業活動の活性化及びそれを核として地域

経済の自律的発展等を支援し、ひいては、我が国経済の活性化を進める。 

 

１．中期目標の期間 

 

  中期目標の期間は、４年９ヶ月（平成１６年７月～平成２１年３月）とする。 

 

２．業務運営の効率化に関する事項 

 

（１）政策目標に対応した機動的な組織運営 

 

・ 機構の組織は、その目標の実現のために業務の改善や新たなニーズに即応した事業が

機動的に実施されるよう、政策目標ごとに大括り化され、部門間の壁を極力廃した柔

軟な組織運営を行い、有機的に連携した意思決定と業務の効果的な実施を図る。 

・ 利用者との直接の接点となる部門の体制及び権限の強化を図るとともに、各地域にお

いて、経済産業局、地方自治体、他の中小企業支援機関等との連携を強化する。 
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・ 期限が定められた業務については、その確実な遂行のための体制を採る。 

   

（２）人的資源の有効活用 

 

・ 職員に対する研修の充実のほか、地域において利用者と直接接する業務に重点的に人

材を配置し、それを通じて現場感覚の先鋭化を図り、事業の企画・立案・実施能力の

向上を図るとともに、職員のキャリアパスを構築し、計画的に必要な人材の育成に努

め、機構全体としての知見の蓄積・強化を確保する。 

・ 業務の専門性の高い分野においては、知見を持った外部の人材の積極的な登用を図る。 

・ 経理、人事などの管理業務については、専門性を有する外部機関の活用等アウトソー

シングを進め、業務の効率化及び体制の合理化を図る。 

・ 職員から納得の得られる公正で多面的な業績評価制度を構築し、その評価結果を処遇

に適切に反映する。 

 

（３）事業の企画立案プロセスの構築と事後評価の徹底 

 

・ 機構が実施する事業については、「企画」、「実施」、「評価・検証」、「事業の再

構築等」という毎年の事業評価プロセスの構築と定着を図る。その際、中小企業者等

と直接の接点となる部門が収集する施策利用者等の情報を事業の評価や新事業の企

画立案にフィードバックする。 

・ 事後評価を徹底し、十分な成果の得られていない事業や他の機関が十分類似のサービ

スを提供している事業については、改善又は廃止して、新たなニーズに対応した事業

やより効果の見込まれる新たな手法での事業に資源を集中する。 

 

（４）業務全般の効率化 

 

・  運営費交付金により行う既存事業（新事業についてはそれぞれの２年目以降）は、

５％程度（年１％程度）の経費削減を行う。 

・ 効率性の高い事業運営を図ることにより、一般管理費（退職手当以外の人件費を含

む。）については、特殊法人時の最終年度と中期目標期間中の最終年度を比較して 

１５％程度（年３％程度）削減する。 

・ 事業の実施については、できるだけ適切な受益者負担を求め、より多くの利用者が利

用できるようにする。 

・ 利用者への情報提供等の利便性の向上や、内部管理業務の効率化、高度化のため、経

済産業省電子政府構築計画に基づき、これらの業務の最適化計画を作成するとともに、

その扱う情報処理の内容に応じた情報技術を活用し業務の改善を図る。 
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３．国民に提供するサービスの質の向上に関する事項  

  

（１）創業、既存企業の新事業展開の促進 

 

創業ベンチャー、既存中小企業等の新事業展開のためには、技術シーズの開拓、事

業案の具体化、販路拡大など、事業化までの各段階において適切な人材・技術・資金・

情報等の経営資源を調達し、それらを的確に組み合わせて活用していくことが必要で

ある。 

このような経営資源調達については、民間機関においても様々な形でその円滑化を

図る取組が行われつつあるが、新事業の具体化を幅広く支援するためには、十分な環

境が整備されているとは言い難い。このため、機構は、国や地方自治体と連携しつつ、

経営資源の調達を支援する民間機関等の活動を促進させるとともに、機構自らが経営

資源の調達について事業化にいたるまでの手作り一貫支援を行うことにより、個々の

事業者が円滑に経営資源を調達し、それらをうまく組み合わせて新事業展開に向けて

機能させることを支援する。 

また、地域産業の自律的発展のためにも新事業創出は不可欠であり、地域の経営資

源活用、地域の支援機関等との連携による新事業展開を支援する。 

これらの事業を新事業展開に取り組む多くの事業者に対して総合的に実施し、その

新事業展開の達成の度合いを目に見える形で向上させる事を目指す。 

 

① 民間機関等による新事業支援の促進 

 

機構は、自らリスクを取って新事業展開を支援する投資ファンドをはじめ、技術

移転機関（ＴＬＯ）、金融機関等の民間機関、新事業展開を支援する他の公的機関

など、資金・技術・情報といった経営資源の調達を支援する者に対して、資金面の

支援や日常的な情報交換、人材交流といった人材面・情報面での提携、協力を進め、

その活動を活性化させる。 

 

② 新事業展開の実現のための踏み込んだ経営支援 

 

      個々の事業者が、事業化のステップに応じた適切なタイミングで必要な経営資源 

を調達し、それらをうまく組み合わせて新事業展開を実現していくためには、個々 

の事業者ごとに、事業プランの具体化や、それに沿った取組を支援する必要がある。 

このため、機構は、施策の利用者と直接接する部門において、専門人材の配置、支 

援対象事業者に関する情報蓄積の仕組みなど、事業者と継続的な関係を構築できる 
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体制を整備しつつ、助言や研修の実施、あるいは必要に応じ、事業化検討のための 

費用の一部補助や、施設の提供等により、踏み込んだ支援を行う。 

また、人材マッチング、新事業見本市、投資家等に対する事業プラン発表会等の

実施により、新事業展開に必要な人材、販路、民間支援機関等と出会う機会を提供

する。 

 

これらの事業の実施に当たって、機構は、例えば以下のような点に留意し、事業

者ごとのニーズの違いに適切に対応できる事業体系を構築しつつ、事業を実施する。 

 

     1) 創業ベンチャー等については、これらの企業が入居して事業活動を行う施設の

効率的な提供と経営面の助言を行うインキュベーションマネージャーの配置に

よりソフト面の支援とハード面の支援を一体的かつ効果的に行うインキュベー

ション事業を、新事業シーズを有する大学等と連携しつつ実施するとともに、

必要に応じて資金面の支援を行う。 

また、株式投資などにより資金供給を行いつつ経営面での一貫した助言指導

を行う民間ファンドとのマッチングの機会の創出やそのための事業プランの作

成支援が重要である。 

 

2) 新事業展開を図る既存中小企業に対しては、新事業の市場調査や販路開拓など

市場に近い活動も含め、新事業の実現に至るまで、継続的に支援を行う。 

また、同様の取組を行う公的支援機関や、このような企業を主な対象として

投資を行おうとする民間ファンドと連携して、多くの企業を支援できる体制を

構築する。 

 

③ 地域の特性に応じた重点的な事業の実施 

 

    それぞれの地域において独自の新たな産業の創出を図り、地域の自律的発展を促

進していくためには、その地域にある特徴ある新事業シーズや、経営資源を供給す

る民間機関等の活動状況を踏まえて、重点的な事業の実施を図る必要がある。 

このため機構は、産業クラスター計画の推進など地域の特性に着目して行政資源

の重点配分に取り組む経済産業局の各種施策に十分協力・連携して、経済産業局が

掘り起こした新事業シーズの重点的な支援や、地域の民間機関等との提携を図るな

ど、地域の特性を生かした事業の実施を図る。 
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（２）経営基盤の強化 

 

中小企業が円滑に事業活動を推進し、経営上で直面する様々な課題に適切に対応し

ていく上では、個々の事業者が、できるだけ日常的な取組の中でそのような対応がで

きる環境であることが重要である。このため、機構は、経営者自らの経営に関する知

見の充実や、経営に関する知見を提供する身近で良質な相談体制の充実を図る。また、

中小企業その他地域に密着して活動する事業者間での経営資源の相互補完等が促進さ

れるよう産業集積、商業集積、中心市街地等の活性化を図る。 

 

① 経営者等の知見の充実 

 

    機構は、中小企業の経営者や管理職等の人材が経営に必要な知見を充実していく

ため、各種の実践的な研修事業を行う。具体的には、中小企業大学校は、経営者や

経営の核となるべき人材の経営判断能力の向上など、経営の基盤となる人材の育成

のための研修のほか、現在の中小企業の経営環境に合わせて、例えば知的財産の活

用手法や財務会計の透明化といった新たな企業経営上の課題に円滑に対応するため

の研修を実施する。 

       その際、機構は、中小企業者のニーズに合わせて研修の実施場所や受講料につい

て適切な設定を図るなど研修方法の改善を図り利便性の向上に努めるとともに、他

の研修を実施する機関との間で研修素材等の共有等を図る。なお、中小企業大学校

の施設について、地域経済の活性化に資する柔軟な活用を図る。 

 

② 経営資源に関する情報の提供、助言を行う相談体制の整備 

 

1) 経営資源等に関する情報の蓄積と提供 

 

中小企業がその事業を経営するに当たって、株式公開、海外への事業展開や外国

企業との業務提携、環境規制への対応、ＩＴを活用した経営改善等の高度かつ専門

的な知見を要する経営課題解決のために、機構は、インターネットを活用して、中

小企業が課題対応に向けた専門的な情報を円滑に入手・活用できるようにするとと

もに、そのような情報をもつ専門家の派遣等を行い、個々の事業者の必要に応じた

知見の提供、経営課題解決の支援を行う。 

  

2) ワンストップ相談機能 

 

    機構は、各地域において、経済産業局と地方自治体の連携の下に設置・運営され
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ている都道府県等中小企業支援センター、地域中小企業支援センターの連携促進機

能を担うとともに、これらの支援センターと中小企業が直面する様々な経営上の課

題について内容の限定なく幅広く相談・助言等に応じるワンストップ相談センター

機能を担う。なお、この事業は、（４）③相談窓口における施策情報提供と一体的

に実施するのが適切である。 

 

 3) 中小企業支援機関職員等に対する研修 

 

    全国の多くの中小企業支援機関職員や行政機関の中小企業支援担当者に対して、

創業、経営革新、事業再生、知的財産、まちづくり等重要な政策課題への対応を可

能とする高度かつ専門的な支援能力を養成するための研修を行う。 

     

③地域産業集積、中心市街地の活性化等 

  

  1)連携・集積等のための施設の整備及び活用 

  

地域産業集積や中心市街地活性化のため、これまで中小企業総合事業団の融資制度

及び地域振興整備公団の賃貸施設整備を通じて、連携や集積の活性化のための施設整

備を促進・実施してきたところであり、全国各地で施設の整備がなされてきた。 

これらの事業については、施設のリニューアルや機能追加を含め経済情勢の変化に

応じた需要に的確に対応する。また、融資制度については、適切な貸付条件の整備及

び確実な債権管理等を行う。 

また、その保有する産業用地については、幅広い利用を可能にする機能の追加等を

図りつつ、その有効活用を図る。 

 

2)商業集積・中心市街地活性化支援 

    

地域経済と地域コミュニティの担い手である中小商業の経営基盤を形成している商

業集積の活性化のため、管内の商業集積の実態把握や活性化支援を行う経済産業局と

十分連携を図りつつ、１）の連携、集積等のための施設の整備及び活用を進めるほか、

まちづくり機関（ＴＭＯ）や商店街振興組合等に対する助言、調査等を通じて、商業

集積の魅力及びマネジメント能力を向上する。    

また、中心市街地の活性化等のため、経済産業局のほか地方公共団体、街作りに関

連する各分野の専門機関等とのネットワークを構築しつつ、調査研究、人材育成支援、

資金面での支援等を行う。更に、中心市街地活性化に資する施設等の適切な運営管理

及び積極的活用を図る。 
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（３）経営環境の変化への対応の円滑化 

 

機構は、中小企業が経営環境の著しい変化に直面し、その自主的な努力だけでは対応

が困難な場合等の対応について、各地域において活動を行っている中小企業再生支援協

議会への支援手法や支援事例に関する情報提供、それと連動しつつ中小企業の再生を支

援する再生ファンドの組成促進等により、全国的な事業再構築支援の体制の強化の一翼

を担う。また、中小企業倒産防止共済制度の確実な運営を図る。これらの事業により、

他の金融機関の取組とあいまって、事業再生の円滑化や連鎖倒産の防止のためのセーフ

ティネットの充実を図る。 

  また、小規模企業者が事業の廃止等を行う際の円滑化を図る小規模企業共済制度の確

実な運営を図る。 

  さらに、大規模な自然災害等が発生した場合に、被害を受けた中小企業の借り入れに

ついて利子補給を行うための基金の設置を支援する。 

 

①再生支援の促進 

 

1) 中小企業再生支援協議会への情報提供等 

 

   機構は、中小企業再生支援協議会の円滑な活動の強化のため、経済産業局、政府系

金融機関、保証協会等との連携のもと、中小企業の再生に当たって共有すべき情報（支

援策や事例等）や支援ツールの提供を行う。また、産業活力再生特別措置法に基づく

債務保証等の業務を着実に実施する。 

 

2)再生ファンドの組成促進 

 

   機構は、短期的な利益獲得を目指すのではなく、中小企業再生支援協議会と連携し、

中期的に株式、債券を保有することにより投資先企業に対する継続的な支援を行う再

生ファンドの組成を促進する。 

   その際、中小企業を再生させる能力を有し、資金を毀損するおそれの低い適切な運

営能力を持つ再生ファンドの組成の促進に留意する。また、機構の出資を受けた再生

ファンドによる投資事業が適切に行われているかを管理する仕組みを強化する。 

 

②小規模企業共済制度及び中小企業倒産防止共済制度の確実な運営 

 

1) 資産の運用管理 
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   小規模企業共済制度においては、後掲の加入促進策の実施にあわせ、資産運用の一

層の効率化を図り、累積欠損金を減少させる。なお、資産運用については、その健全

性を確保するため、第三者による外部評価を徹底し、評価結果を事後の資産運用に反

映させる。 

   中小企業倒産防止共済制度においては、後掲の加入促進策の実施にあわせ、外部資

源を活用した回収管理体制の一層の強化その他の制度運営の改善に係る継続的な工夫

と、着実なモニタリングの実施等により、共済貸付金の回収の向上等を図り、制度の

財政的安定性を高める。 

   また、契約者が共済制度の運営状況を的確に把握できるよう、徹底した情報公開を

進める。 

 

2) 加入促進策の効果的な実施 

 

両共済制度は、多くの中小企業が参加することにより、小規模事業者の福祉の増進

や中小企業者の自助努力による経営の安定を促進するものであり、そのより幅広い普

及を図る観点から、両共済制度に係る加入促進計画を策定し、当該計画を積極的に展

開することにより、加入者数の増加を図る。 

 

3) 契約者サービスの向上 

 

   共済金の給付や貸付に係る手続きや提出書類について、合理化等の見直しを進める

とともに、給付及び貸付審査事務等の内部事務手続きについても検証を行い処理の迅

速化を図る。 

また、契約者の相談内容等に応じて、的確に情報提供を行う。 

更に、両共済制度が中小企業や中小企業支援機関等と構築しているネットワークを

活用し、中小企業支援施策に関する情報を提供する。 

 

  

（４）施策情報の提供機能の充実 

 

    中小企業を対象として種々の公的支援機関が実施する施策については、施策が多岐に

わたっていること、施策同士のつながりを意識したＰＲが十分でないこと、情報提供

の手段や内容が画一的であることなどにより、これまで十分な周知が図られていない

面があった。 

    このため、機構は、機構自らの実施する施策はもとより、種々の公的支援機関が実施
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する施策について、施策情報をわかりやすく提供する素材を作成し、積極的に周知す

る。 

    また、機構は、自らの蓄積する情報提供ノウハウを活用し、各経済産業局と連携して、

地方自治体やその関係支援機関、商工会、商工会議所、金融機関等において、より多

くの中小企業に対してそれぞれに適した施策情報が提供される体制を構築する。 

 

  ① 施策情報のわかりやすい提供方法の充実 

 

    機構は、中小企業者のニーズに合った施策情報が容易に入手できるよう、インタ

ーネットを活用しつつ、適切な検索機能をもった体系的な施策情報の提供ツールを

充実する。 

    また、各施策の利用の具体的実態を踏まえて、施策活用の具体的事例やＱ＆Ａ方

式の情報など、ユーザーにとって施策の活用方法がイメージしやすい情報提供素材

を充実する。 

 

② 施策情報に詳しい相談人材の育成促進 

 

施策情報の提供は、できるだけ個々の事業者のニーズに合った施策情報を取

り出して紹介することが効果的であり、中小企業からの相談に応じて、その中

小企業が抱える課題を的確に把握しつつ施策情報の提供を行うのが適切であ

る。このため、機構は、中小企業に対する施策を行う他の支援機関との人的交

流を図りつつ、研修や実務を通じてそのような相談を行う人材の育成を図る。 

 

  ③ 相談窓口における施策情報提供 

 

    機構は、中小企業者が日常的に直面する様々な経営課題への対応について（２）

②２）に記載する相談窓口として相談に応じる際にその相談内容に応じて、それぞ

れの中小企業者等の経営課題に合った具体的な施策の紹介を行う。 

    また、個別の行政施策情報のＰＲに加えて、このような相談機能を積極的に広報

することにより、行政施策情報の効果的な浸透を図る。 

 

  ④ 施策情報を提供する機関との連携等 

 

     経済産業局、地方自治体はもとより、中小企業者と直接接する各地域の公的支

援機関や金融機関、民間のコンサルティング企業などが、施策情報の提供主体と

して有効である。機構は、これらの主体が施策情報提供を円滑に行い、関係施策
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が効果的に活用されるよう、情報提供素材の供給などこれらの機関との提携関係

の強化を図り、全国的な情報提供体制の強化を図る。 

 

 

（５）期限の定められている業務等 

 

 ① 政令によって期限が定められた産業用地分譲業務等 

 

地域振興整備公団が整備した中小企業基盤整備機構法附則第５条及び附則第６条

第３項に掲げる産業用地の分譲業務等については、中小企業基盤整備機構法施行令第

○条に定められた期間で終了するため、当該期間で完売するために必要な総合的な分

譲促進策を策定し、着実に実施する。また、中期目標期間終了後の未利用面積が中期

目標開始時点に比べ概ね半減していることを目標とする。 

 

  ② その他の期限が定められている業務等 

 

   中小企業基盤整備機構法附則第８条に基づく繊維業務（既往保証債務に係る業務を

除く。）については、平成２２年５月３１日を限度として政令で定める日（検討中）

で業務を終了することとされており、それまでの間を我が国繊維産業にとって最後の

改革期間と位置付け、構造改革を本格的かつ集中的に行う。このため、繊維事業者の

自立事業等に集中的に取り組む。 

   特定産業集積の活性化に関する臨時措置法、民間事業者の能力の活用による特定施

設の整備の促進に関する臨時措置法及び輸入の促進及び対内投資事業の円滑化に関す

る臨時措置法に基づく業務については、着実に実施する。また、いずれも本中期目標

期間中に法律の期限を迎えるため、その時点で機構の業務の実績の評価を行う。 

 

４．財務内容の改善に関する事項 

 

・累積欠損金を承継した勘定については、収支を改善するための取組を着実に実行する。 

 

・出資事業については、出資先の経営状況を適切に把握するとともに、出資者として、

当該事業の政策的意義、地域経済への諸影響に留意しつつ、業務の改善等株主として

の権利を活用して適切に対処する。 
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